
（様式２-2）　
「デジタル技術活用による新ビジネス創出支援補助金」実施計画書
■事業内容
	事業種
	　事業化支援補助

	事業名
	　

	事業期間
	　＿＿＿＿年＿＿月＿＿日　～　＿＿＿＿年＿＿月＿＿日

	事業費
	　総事業費　　　　　　　　円（内、補助希望額　　　　　　　　円）

	１．事業概要
※事業の背景、目的、期待する効果、ユニークさ等を含め、事業内容を包括的に記載してください。図・表を用いても構いません。

	

	２．希望する支援内容
※希望する支援内容を具体的に記載してください。
　例）必要な調査事項、実証フィールドの提供、関係機関との調整など。

	

	３．市場考察
※事業に関してポイントを市場に絞り、市場の動向（ニーズ、競合、成長の可能性等）を記載してください。図・表を用いても構いません。

	

	４．収益モデル
※本事業の収益が自足的に確立したときの収益モデルを図示してください。
　ステークホルダーの受益や負担、お金の出入りを分かりやすく表現してください。

	

	５．要素技術・サービスの試作状況
※これまで行った開発および実証実験の内容と、それに対する市場からの反応を記載してください。過去の報道資料等があれば添付してください。

	

	６．成果指標
※今回申請する補助範囲における、事業完了時の具体的な成果指標を（なるべく複数、多面的に）記載してください。（行が不足する場合は追加してください。）

	指標項目
	達成目標値・内容

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



■コンソーシアム組織・体制
	７．申請者（コンソーシアム代表構成員）

	企業・団体名
	


	代表者役職・氏名
	

	所在地
	〒


	事業
責任者
	役職・氏名
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-Mail
	

	事務
担当者
	役職・氏名
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-Mail
	

	従業員数
	従業員数　　　　　　　　人　（　　年　　月　　日現在）
（内訳：正規　　　　　　　人、非正規　　　　　　人）

	資本金
	　　　　　　　　　　円

	直近の売上
（３カ年分）
	令和　２年度　　　　　　　　円
令和　元年度　　　　　　　　円
平成３０年度　　　　　　　　円

	企業の沿革
（概略）
	




	代表者の略歴
	




	主な業種
	

	主な事業内容
	







	８．メンバー企業・団体（コンソーシアム構成員）
（行が不足する場合は追加してください。）

	企業名
（本店都道府県・市町村）
	代表者 役職・氏名
	本件での役割と適性根拠

	
	本件担当者 役職・氏名
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	９．実施体制
※事業の体制図（または体制表）を掲載してください。
　セクションが分かれている場合は、各責任者（氏名）も明記してください。

	



■実施スケジュール
	１０．実施スケジュール
※事業の実施スケジュールを記載してください。図・表を用いても構いません。

	


■将来展望
	１１．ビジネス化までの具体的な計画
※本事業において想定される成果を踏まえ、収益化までの具体的な計画（販売・展開戦略等）を記載してください。図や表を用いても構いません。

	

	１２．収支計画
※前述の計画を踏まえた、事業開始後３カ年の目標収支計画を記載してください。費目が不足している場合は追加してください。

	事業開始時期
	１年目）令和３年
	２年目）令和４年
	３年目）令和５年

	① 売上高
	円
	円
	円

	② 売上原価
	円
	円
	円

	売上
原価
内訳
	商品・サービス仕入
	円
	円
	円

	
	材料費
	円
	円
	円

	
	外注加工費
	円
	円
	円

	
	その他（　　　　　）
	円
	円
	円

	③ 粗利（①－②）
	円
	円
	円

	④ 販管費・一般管理費
	円
	円
	円

	販管費・一般管理費内訳
	人件費
	円
	円
	円

	
	減価償却費
	円
	円
	円

	
	地代家賃
	円
	円
	円

	
	広告宣伝費
	円
	円
	円

	
	外注費
	円
	円
	円

	
	旅費交通費
	円
	円
	円

	
	通信費
	円
	円
	円

	
	その他
	円
	円
	円

	⑤ 営業利益（③－④）
	円
	円
	円

	算定根拠・補足等
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